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今、なぜ経済安全保障への対応が
求められているのか？

世界各国における格差拡大に対する不満
↓

世界各国で保護主義の台頭
↓

世界各国で産業政策が活発に
（国内投資促進／重要資源や技術の囲い込み）

↓
「経済産業政策の新機軸」

（「経済安全保障」に関する産業・技術基盤強化）
↓

他方で、企業の皆様は
何から取り組んでいいのか分からないと言うのが実情
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現在の国際情勢～国内格差拡大と「中国ショック」への不満～

（出所）通商白書2025パワーポイント（2025年6月27日）を九州経済産業局加工

⚫ 過去３０年間、世界の所得水準の向上と絶対的貧困の減少の裏側で、米中を始めとする国内経済格差は

拡大。

⚫ 米国では、中国からの輸入急増が一部地域・労働者に損害を与えたとの不満が、保護主義への支持の土

壌に。他方、中国では、輸出主導成長に伴い格差が拡大、過少消費という構造問題の一因に。
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https://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2025/pdf/2025_ppt.pdf


⚫ 不確実性の高まりは、設備投資や新規事業開発といった企業の経営判断に影響する。

⚫ 世界の不確実性は、足下、コロナ禍以来の過去最高水準に達しつつある。背景には国内・国家間の格差

拡大、デジタルによる富の偏在、自国中心主義による分断、大国による一方的措置の多用、ロシアのウ

クライナ侵略による西側先進国と権威主義国家の分断等に加え、足下の米国の動きによって、世界の不

確実性が継続・進展。企業の国内投資を促すには、予見可能性を高める政策対応が必要。
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企業の経営判断を迷わせる「世界の不確実性」は過去最高水準

（出所）経済産業省産業構造審議会経済産業政策新機軸部会第4次中間整理参考資料集（令和７年６月）を九州経済産業局加工

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/20250603_4.pdf
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世界各国で産業政策が活発に

（出所）経済産業省産業構造審議会経済産業政策新機軸部会第4次中間整理参考資料集（令和７年６月）を九州経済産業局加工

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/20250603_4.pdf
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世界的潮流を踏まえた産業政策の転換 ＝「経済産業政策の新機軸」

⚫ 伝統的に産業政策を忌避しがちな米欧アカデミズム、IMF、OECDなどでも、従来の「市場の失敗への

介入」を超えて、社会・経済課題の解決に向けて、政府が積極的介入することで、民間投資・イノベー

ションを促すことの効果を研究。

⚫ 官が主導する伝統的産業政策ではなく、官は民を邪魔しないことに徹する新自由主義政策でもない、

社会・経済課題解決に向けて、官も民も一歩前に出て、あらゆる政策を総動員する（＝経済産業政策の

新機軸）。

（出所）経済産業省産業構造審議会経済産業政策新機軸部会第4次中間整理参考資料集（令和７年６月）を九州経済産業局加工

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/20250603_4.pdf
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「経済産業政策の新機軸」の枠組み

⚫ 2021年の産構審総会以降、社会課題解決を成長のエンジンと捉え、「ミッション志向の産業政策」と

「社会基盤の組換え」という枠組みの下で、大規模・長期・計画的な産業政策の強化策を提示。

⚫ 一貫して、①国内投資の拡大、②イノベーションの加速、③国民の所得向上の３つの好循環の実現を掲

げてきた。

（出所）経済産業省産業構造審議会経済産業政策新機軸部会第4次中間整理参考資料集（令和７年６月）を九州経済産業局加工

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/20250603_4.pdf


経済安全保障に関する産業・技術基盤の強化
（基本的考え方）

7（出所）経済産業省産業構造審議会経済産業政策新機軸部会第4次中間整理参考資料集（令和７年６月）を九州経済産業局加工

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/20250603_4.pdf


自律性・不可欠性確保のための３つのPによる有機的連携

8

⚫ 大国間競争の時代において、我が国の自律性・不可欠性を確保していくためには、これまでの産業振興

策（Promotion）、産業防衛策（Protection）、国際・官民連携（Partnership）の一層の有機的連

携を進めるための仕組みが必要。

⚫ 今後の地政学的脅威・リスクが与える重要サプライチェーンへの影響、さらに我が国の優位性、不可欠

性技術の把握・分析といった経済インテリジェンスを一層高めることが、全ての政策立案、実行の起点。

（出所）経済産業省産業構造審議会経済産業政策新機軸部会第4次中間整理参考資料集（令和７年６月）を九州経済産業局加工

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/20250603_4.pdf


経済インテリジェンスの強化

9（出所）経済産業省産業構造審議会経済産業政策新機軸部会第4次中間整理参考資料集（令和７年６月）を九州経済産業局加工

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/20250603_4.pdf


（出所）第６回「経済安全保障に関する産業・技術基盤強化のための有識者会議」
資料３経済安全保障に関する産業・技術基盤強化アクションプラン再改定にむけて（令和７年４月１５日）を九州経済産業局加工

経済安全保障に取り組む製造事業者の実態

⚫ 民間事業者の間で、経済安全保障という言葉の認知度はあるが、具体的な取組は未だ浸透していないと

いう課題あり。

⚫ 他方、実際に取組を開始している製造事業者の多くは、経済安全保障の取組の効果として「事業の継

続」を感じており、中長期的には、経済安保リスクに対応しないことによって損なう収益の方が、取組

コストを上回ると考えている製造事業者の割合が増加。
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https://www.meti.go.jp/policy/economy/economic_security/06-03.pdf


企業の皆様にお願いしたいこと

企業の皆様は何から取り組んでいいのか分からない
と言うのが実情（先述のとおり）

↓
政府は、技術流出対策強化に向けたアウトリーチ活動を強化

（本省は地方経産局の役割に期待）
↓

政府の取組や企業向け支援ツールをご紹介
（企業等が保有する技術を守ることは、
「成長のために必要な投資」と認識し、

各社で技術流出対策に取り組んで頂きたい！）
↓

経済安保対応により取引先から選ばれる企業に！
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2023年10月 アクションプラン初版
2024年5月 〃 〃 改訂版
2025年5月   〃 〃 再改訂版

経済安全保障に関する産業・技術基盤強化アクションプラン

12

経済安全保障施策に係る近年の動きと地方への浸透

企業等が経済安全保障の観点から対策を行う際の参考ツール

2025年5月 技術流出対策ガイダンス第１版

〃     民間ベストプラクティス集第2.0版

１．投資/人材/技術を呼び込むための環境整備を拡大し、国内産業・技術基盤を
強化

２．コンピューティング、バイオ等の先端技術を中心に優位性を不可欠性まで研
ぎ澄ませ、AI･ロボット積極的活用、デジタル化・サービス化を通じ、「新た
な製造業＝（製造業Ｘ）」を創出すべく、物資・技術だけでなく、金融、物流、
データ等のサービスを含め、バリューチェーン全体を射程に入れた取組を強化

３．同志国間、官民/民間の力を有機的に繋ぐための「プラットフォーム」作成

経済安全保障に関する産業・技術基盤強化のための有識者会議

2021年10月 第1回会合
～

2025年４月 第6回会合
「経済安全保障に関する産業・技術基盤強化
アクションプラン再改訂にむけて」

「本省ｰ地方局連携」方針

取組の方向性

3つのPの一層の有機的連携～産業支援策、産業防衛策、国際連携・官民対話～
  (Promotion) (Protection) (Partnership)

（1）経済安全保障上有用な物資・技術アプローチ
（2）産業バリューチェーンアプローチ
（3）バリューチェーン横断事項

①データの利活用と保護
②自律性・不可欠性確保のための規制、許認可手続き等の見直し
③優位性・不可欠性確保に向けた金融機関等との連携
④産業防衛策としての技術管理の強化

・地方における経済安全保障の浸透：地方経産局との連携
・技術流出ガイダンスの作成

⑤投資・人材の呼び込みと経済安全保障の擁立 等

国際秩序の再構築

官民対話の推進

(1)行動規範・ガイドライン等の策定（2025年秋頃の初版公表を目指す）
(2)重層的な官民対話の仕組みづくり 等

経済インテリジェンス強化

（1）政府における外部専門家の受入れ
（2）経済安全保障センター（仮称）設立 等

(1)Run Fasterパートナーシップ
(2)同志国間での国際協調・連携の推進と国内施策の検討（需要サイド） 等

経済産業省組織改編（2024年7月 貿易経済安全保障局設置）

は局のカウンターパート(注)

（出所）各種公表資料より九州経済産業局作成



技術流出対策の強化に向けたアウトリーチ活動の強化

⚫ 技術流出対策は、各企業が、技術管理の重要性を理解し、主体的に取り組むことが必要。各企
業の取組を促進するため、参考となるコンテンツの充実を図る。

⚫ 産業界全般に対する広範な働きかけに留まらず、個社、特に中堅・中小企業の場合には経営者層
へのきめ細かいアプローチが重要。

⚫ 経済産業省の関係部局と連携しつつ、独立行政法人、関係団体、他省庁、他機関等が有するチャ
ネルも活用し、地域の中堅・中小企業に対するアウトリーチを強化する。

技術流出対策のための連携例

各種施策を通じた
企業情報の集約

施策チャネルを活用した
個社・経営者層
へのアプローチ

技術流出対策に係る
アウトリーチの強化

（コンテンツ提供等を含む）

産
政
局

JE
T
R

O
/N

E
X
I

通
政
局

他省庁や関係機関とも連携を進める
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（出所）METI Journal 政策特集：丈夫な経済のお守り 経済安全保障 vol.4（2025年7月16日）を九州経済産業局加工
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https://journal.meti.go.jp/p/40335/
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【参考】経済産業省/九州経済産業局の組織について
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出所：経済産業省組織図並びに九州経済産業局組織表を基に当局作成
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局長

【通商政策局】

総務課
通商戦略課
貿易振興課
通商金融課
米州課
欧州課
中東アフリカ課
アジア大洋州課
北東アジア課

【国際経済部】
部長
 国際経済紛争対策室
 経済連携課 ほか

局長

【貿易経済安全保障局】

総務課
経済安全保障政策課
 情報調査室
 技術調査・流出対策室

【貿易管理部】
部長
 貿易管理課
原産地証明室

 貿易審査課
農水産室
野生動植物貿易審査室
特殊関税等調査室

 安全保障貿易管理課
安全保障貿易国際室
国際投資管理室
安全保障貿易検査官室

 安全保障貿易審査課

通
商
政
策
局

貿
易
経
済
安
全
保
障
局

※2024年7月1日に
貿易経済協力局から
組織再編

外 局 地方支分部局

日本貿易振興機構（JETRO）
日本貿易保険（NEXI）
産業技術総合開発機構（NEDO）
産業技術総合研究所（AIST）
情報処理推進機構（IPA）
工業所有権情報・研修館（INPIT）
中小企業基盤整備機構（中小機構）

独立行政法人等

https://www.meti.go.jp/intro/pdf/a_soshikizu.pdf
https://www.kyushu.meti.go.jp/aboutmeti/gyoumu.html


【技術流出経路の例】
①生産拠点の海外移転

• 海外拠点設置や海外企業との提携等により、ビジネス拡大を図るケース。
• 技術移転後の漏洩などにより意図せざる技術流出を招く場合がある。

②投資買収
• 海外資本に買収されるケース。
• 財務基盤強化のために積極的に投資を受け入れても、意図に反して、技術のみを獲得されてしまう
場合もある。

③人を通じた流出
• 従業員や共同研究等から不正に技術流出するケース。
• 営業秘密管理を適切に行っておらず、発覚後の対応ができない場合も。優れた技術者を引き抜かれ
ノウハウを失う場合もある。

⚫ 企業の成長にとって、優れた海外企業との連携や協業に戦略的に取り組むことが重要です。 その一方で、
企業や大学、研究機関が保有する技術は、常に外部からの標的となっている。 

⚫ 皆様の「強み」である技術を守ることは、成長のための投資。

⚫ 外為法等の法令遵守は最低限の対応であり、更なる対策が必要。経済産業省では、企業等の皆様に
活用いただくため、様々なツールをご用意。

大切な技術が狙われています
成長のための投資として、技術流出対策に取り組みましょう！

お問い合わせ先：経済産業省 貿易経済安全保障局 技術調査・流出対策室
E-mail：bzl-keizaianzen-gijutsuchousa@meti.go.jp

                        九州経済産業局 国際部 国際課
E-mail：bzl-kyushu-tsusho@meti.go.jp
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技術管理強化のための官民対話について～必要性・意義～

⚫ 安全保障環境が複雑化する中で、企業単独による技術管理には限界がある。例えば、経営状
態が悪化し、技術移転が避けられない状況にある場合もあり、規制だけでは解決しないケー
スも存在。

⚫ このため、官民が徹底的な対話を通じ、直面する現状・課題を共有した上で、政策的支援を
含む課題解決に取り組む。また、企業には情報が不足している場合もあり、官からの情報提
供や助言を積極的に行うことで、協力して有効な技術管理を実現していく。

＜実際の官民対話のイメージ＞

経産省 事業者

現状・課題の共有
（例）
•どのような流出リスクが生じているか
•個社経営、産業構造上の課題が何か 等

政策的支援の検討
（例）
•予算措置等の支援策
•規制緩和等の制度的対応
•業界内・業種横断的な連携促進 等

具体的な技術管理対策の検討・実施
（例）
•コア技術を特定し、管理を徹底
•取引条件、出資比率の見直し 等

情報提供
（例）
•取引先に関する懸念情報
•他社における技術流出の実例
•同様の事例における過去の対策事例 等

（出所）経済産業省／安全保障貿易管理ＨＰ
技術管理強化のための官民対話スキーム制度概要を九州経済産業局加工 16

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/anpo08.html
https://www.meti.go.jp/policy/anpo/250409_kanmintaiwa-gaiyo.pdf


外為法に基づく技術管理官民対話スキーム

⚫ 技術は、貨物に比して、一度移転すれば、管理の難易度が高くなる。また、移転後の時間的経過とと
ともに主体や用途が変化し、当初想定できないような軍事転用に繋がる懸念がある。

⚫ このため、安全保障上の観点から管理を強化すべき重要技術の移転に際して、外為法に基づく事前報
告制度を設け、これを端緒として官民が確実に対話する。

⚫ 技術移転を止めることが目的ではなく、適切な技術管理を徹底することが目的。技術流出の懸念が払
拭されない場合に、許可申請を求めるインフォームを発出する場合もあるが、原則として、対話を通
じた信頼関係の下での解決を目指す。

⚫ 事前報告対象として、１５技術を指定している（うち５技術の追加は2025年6月9日施行）。

事前報告の対象技術

①積層セラミックコンデンサ（MLCC）

②SAW及びBAWフィルタ

③電解銅箔

④誘電体フィルム

⑤チタン酸バリウム

⑥炭素繊維

⑦炭化ケイ素繊維

⑧フォトレジスト

⑨非鉄金属ターゲット材

⑩走査型／透過型電子顕微鏡（SEM／TEM）

⑪磁気センサー

⑫スポンジチタン

⑬正負極バインダ

⑭固体電解質

⑮セパレータ製造装置

現
在
の
対
象

新
た
に
追
加

＜スキーム概要＞

①事前報告

③許可申請を求めるインフォーム
（懸念が払拭されない場合）

②官民対話による技術管理検討

経産省 事業者
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（出所）経済産業省／安全保障貿易管理ＨＰ
技術管理強化のための官民対話スキーム制度概要を九州経済産業局加工

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/250409_kanmintaiwa-gaiyo.pdf


◆ YouTubeで紹介動画を公開中！

【参考】経済安全保障政策（経産省HP）

https://www.youtube.com/w
atch?v=pll5RygY0l8

https://www.meti.go.jp/policy/econ
omy/economic_security/index.html

事例① 展示会での技術流出リスク
事例②サプライチェーンや調達先のリス
ク

１．他社の具体的な取組事例を知りたい

➢ 民間ベストプラクティス集をご活用ください！

➢ 技術流出対策だけでなく、サプライチェーンリスクへの対策など経済安全保障上の課題
に対する民間企業の優れた対策を収録。動画も公開中、是非ご確認を！
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２．技術流出対策に取り組みたい

https://www.meti.go.jp/policy/economy/economic security/guidance.pdf

➢ 技術流出対策ガイダンスをご活用ください！

➢ 海外への生産移転や人材を通じた技術流出への対策を整理・体系化し、選択肢を提示。
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３．技術流出対策に取り組みたいが、何から始めればよいか分からない

認証機関

認証の申込み
情報の態様・価値等に応じて対策を実
施

事業者

申
込
み

助
言
・
審
査
・
認
証

国の基準を満たすか客観的に審査・認証
必要に応じて事業者に指導・助言

【技術情報の管理基準（例）】
✓ 管理者の選任
✓ 情報の取扱い（管理、複製、廃棄等）
✓ 従業員向けトレーニング
✓ 情報漏洩発生時の対応
✓ 情報のアクセス制限
✓ 情報を保管する金庫や扱うエリアの確保
✓ 情報システムのセキュリティ
※自工会・部工会ガイドラインのLv1やISMS等の内容を取
り込み、ビジネスシーンでのニーズにも対応

◆ YouTubeで概要動画を公開中！

https://www.youtube.com/watch?v=l
PsdxU1jb2I

◆ 詳細はこちら

https://www.meti.go.jp/policy/mono i
nfo_service/mono/technology_manage
ment/index.html

➢ 技術情報管理認証制度（TICS）の活用をご検討ください！

➢ 技術流出を防止するための社内体制の構築や具体的対策を認証基準として体系化。認証取
得に向けて指導・助言を受けることも可能。認証取得により補助金の加点のメリットも。
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【参考】輸出管理～安全保障貿易管理①～

➢ 我が国を含む先進国が保有する高度な製品や技術が、大量破壊兵器等の開発等を行ってい
るような国家やテロリストに渡ること、また通常兵器を過剰に蓄積されることなどの国際
的な脅威を未然に防ぐために、安全保障貿易管理が必要。

➢ 高度な技術、高性能な製品は一歩間違えると軍事利用されてしまう懸念。
➢ 外為法に違反して、不正輸出を行った場合、刑事罰や行政制裁が科せられるため、企業防

衛、平和な社会への責務という観点から、企業での適切な輸出管理体制を整備することが
重要。

 ▼貨物の輸出

▼軍事用途に使われる可能性があります

輸出管理の対象

 ▼技術の提供
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【参考】輸出管理～安全保障貿易管理②～

22

▼外為法令で規制されるものは下記のように分類

規制の内容

リスト規制

①武器・・・鉄砲、火薬類、軍用車両
②原子力・・・重水素、人造黒鉛、数値制御工作機械、真空ポンプ、 直流電源装置、測定装置
③-1 化学兵器・・・弁、ポンプ、バルブ、 毒性物質の原料、熱交換機、 反応器、貯蔵容器
③-2 生物兵器・・・クロスフローろ過器、 凍結乾燦機、 密閉式発酵器
④ミサイル ・・・ 無人航空機、人造黒鉛、ジェットミル、 加速度計、 振動試験装置
⑤先端材料・・・ふっ素化合物製品、ニッケル・チタン合金
⑥材料加工・・・軸受、 ロボット
⑦エレクトロニクス・・・集積回路、半導体製造装置
⑧コンピュータ・・・電子計算機
⑨通信関連・・・光ファイバー、暗号装置
⑩センサー・レーザー・・・水中探知装置、レーザー発振器、レーダー
⑪航法関連・・・加速度計、ジャイロスコープ、水中ソナー航法装置
⑫海洋関連・・・潜水艇、水中用の照明装置、動力装置、回流水槽、浮力材
⑬推進装置・・・ガスタービンエンジン、人工衛星・宇宙開発用飛しょう体、無人航空機
⑭その他・・・粉末状の金属燃料、火薬・爆発成分、自給式潜水用具
⑮機微品目・・・繊維を使用した成形品、デジタル制御方式の伝送通信装置

キャッチオール規制

※グループA アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、ベルギー、ブルガリア、カナダ、チェコ、デンマーク、フィンランド、
 フランス、ドイツ、ギリシャ、ハンガリー、アイルランド、イタリア、大韓民国、ルクセンブルク、オランダ、ニュージーランド、 
ノルウェー、ポーランド、ポルトガル、スペイン、スウェーデン、スイス、英国、アメリカ合衆国（計27か国）

政省令で定める品目 リスト規制以外の全品目

貨物等省令において、リスト規制 貨物・技術の詳細な仕様（スペック）を規定



【参考】投資管理

➢ 我が国外為法では、健全な投資を一層促進しつつ、国の安全等に係る技術などが流出する
ことなどを防ぐため、外国投資家が一定の事業を営む日本の企業に対して一定の投資を行
う場合に事前届出を求め、国の安全等の観点から審査を実施。

 → 外国投資家から出資を受ける場合は、事前届出が必要となる場合がある。
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財務省ホームページ ★制度の詳細はこちらから★
https://www.mof.go.jp/policy/international policy/gaitame kawase/fdi/index.htm

https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/gaitame_kawase/fdi/index.htm


ご清聴ありがとうございました

問い合わせ先
九州経済産業局

国際部 国際課

TEL:092-482-5423

bzl-kyukokusai@meti.go.jp
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